




















令 和 4 年 度 岩手 県 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 対策 資金 貸付 要綱 





























第 1 的 

この 制度 は 、 県 内 の 中 小 企業 者 (中 小 企業 信用 保険 法 (昭和 25 年 法律 第 264 号 。 以 下 「 信 用 保 
険 法 」 と いう 。) 第 2 条 第 1 項 に 規定 する 者 を いう 。 以 下 同じ 。) が 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 に 
より 事業 活動 に 支障 を 生じ し て いる 場合 に 、 事業 を 継続 する た め に 必要 な 資金 を 円 滑 に 供給 し 、 も っ 
て 経営 の 安定 に 資す る こと を 目的 と する 。 





















































ーー 






































第 2 取扱 金融 機関 
取扱 金融 機関 は 、 別 表 に 定め る と お り と する 。 














第 3 取扱 期間 
原則 と し て 、 令 和 5 年 3 月 31 日 まで に 融資 実行 され た も の と する 。 

















第 4 貸付 の 種類 
この 制度 に よる 資金 の 貸付 の 種類 は 、 次 の と お り と する 。 
1 対策 資金 


2 伴走 支援 資金 



































第 5 対策 資金 

1 貸付 対象 者 

県 内 に 事業 所 を 有する 中 小 企業 者 の うち 、 新型 コロ ナウ イル ス 成 染 症 の 影響 を 受け 、 次 の (1) 
又は (② に 該当 する 者 と する 。 

(1) 信用 保険 法 第 2 条 第 5 項 第 4 号 の 規定 に よる 認定 (新型 コロ ナウ イル スス 感染 症 に 係る も の 
こ 限る 。 た だ し 、 信 用 保険 法 第 3 条 の 3 の 規定 に よる 特別 小口 保険 に 係る 保証 を 除く 。) を 当 
該 事 業 所 の 所 在 地 を 管轄 する 市 町 村 か ら 受 けた 者 (以下 、「SN4 与 利用 者 」 と いう 。)。 

(2) 信用 保険 法 第 2 条 第 5 項 第 5 号 の 規定 に よる 認定 (た だ し 、 信用 保険 法 第 3 条 の 3 の 規定 に 
よる 特別 小口 保険 に 係る 保証 を 除く 。) を 当該 事業 所 の 所 在 地 を 管轄 する 市 町 村 か ら 受 けた 者 
(以下 、「SN5 号 利用 者 」 と いう 。) で 、 売 上 高等 減少 率 が 15% 以 上 の 者 。 

2 貸付 の 条件 

(1) 資金 の 使途 
新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 を 受け 、 経 営 安 定 の た め に 必要 な 運転 資金 及び 設備 資金 と 

する 。 

(2) 貸付 限度 額 
1 企業 に つき 8, 000 万 円 以内 と する 。 

(3) 貸付 期間 
10 年 以内 と する 。 た だ し 、 2 年 以内 の 据置 期間 を お く こ と が で きる 。 

(4) 貸付 利率 
ア 固定 金利 















































































































































































































































年 1.2% 以 内 (貸出 時 点 の 利率 ) 
な お 、 貸 付 実 行 後に 、 貸 付 を 行っ た 金融 機関 の 短期 プラ イム レー ト が 変動 し た 場合 は 、 

その 変動 幅 分 を 変動 さむ せる も の と する (手形 貸付 は 除く )。 
3 保証 人 ・ 担 保 
保証 人 は 、 原 則 と し て 法人 に お ける 代表 者 を 除き 不要 と する 。 
担保 は 、 取 扱 金融 機関 の 所 定 の 条件 と する 。 

























































































岩手 県 信用 保証 協会 (以下 「 協 会 」 と いう 。) の 信用 保証 を 付す る 。 こ の 場合 の 保証 料率 は 
次 に 定め る と お り と する 。 た だ し 、 別 に 定め る と ころ に より 県 が 補給 を 行う も の と する 。 
(1) SN4 号 利用 者 及び SN5 号 利用 者 に つい て は 、 年 0.6% と する 。 
(2) 会 計 参 与 を 設置 し て いる 財 の 登記 を 行っ て いる こと を 確認 で きる 中 小 企業 者 の 場合 は 、 

































































(1) に 掲げ る 保証 料率 か らき 
5 保証 割合 


(1) SN4 
(2) SN5 


18・9 
6 保証 料 補給 
県 は 、 岩 手 県 補助 金 交 付 規 則 (昭和 32 年 岩 
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与 利用 者 に つい て は 、 
号 利 用 者 に つい て は 、 
( 


























E 0.1% を 減じ た 率 と する 。 


1009% ( 全 涯 














込 金融 機関 の 選択 し た 責 人 























・12 中 庁 第 2 号 ) 




















症 対策 資金 保証 料 補 * 




















< こ 定める 制度 を いう 。) の 方 式 に よる も の と する 。 
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小 伯 有 有 












































観光 部 長 通知 ) の 定め る と ころ に 


し 保証 料 補給 を 行う も の と する 。 




















扱 金融 機関 は 、 別に 定 





取扱 金融 機関 の 所 





る も の と する 。 た だ し 


定 の 条件 に よる 









































小 企業 者 で ある 場合 は 、 取 





貸付 の 決定 を 受け た 者 が 、 信用 





























第 2 条 第 Y 6 項 に 定め る 信 











た と き は 、 そ の 延長 
い 。 な お 、 取 扱 金 
青 求 を 行う 時 に その 理 


位 弁 済 





第 6 伴走 支援 資金 
1 























貸付 対象 者 


県 内 に 事 
か ら (3) 
た 者 と する 。 











(1) SN4 号 利用 者 


(2) SN5 号 利用 者 、 か つ 次 の いずれ か に 該 
ア 売上 高等 減少 率 が 15% 以 上 で ある 者 。 
イ 売上 高等 減少 率 が 15% 未 満 











ほ 業 所 を 有する 
まで の いずれ か に 該当 し 、 か つ 経 # 

















EF 共有 制度 (責任 共有 制度 要綱 (平成 





手 県 規則 第 71 号 ) 及び 新型 コロ ナウ イル ス 成 染 
付け 経 支 第 939 号 岩手 県 商工 労働 
づい た 融資 に つい て 保 衣 





E を し た 協会 ( に 対 























ド 小 企業 者 の 業況 を 岩手 県 信 





め る と こ a 
、 令 和 2 年 4 月 1 日 ] 
6 し 経済 産業 大 臣 が 1 年 を 限り 当 
が 1 年 以内 で ある と き は 
を 行わ な か っ た 場 人 


























用 の 収縮 
し た 期間 を 含む ) 、 ま 
ET. 









































が 令 和 2 年 1 月 29 日 時 点 に 
て いる 者 。 


(3) 次 の いずれ か ! 
3 条 の 2 の 
3 条 の 3 の 
ア 最近 1 か 月 
























































経営 安定 の た め 





一 般 保 証 利 





規定 に よる 全 
規定 に よる 特別 小口 
間 の 売上 高 が 前 衣 内 
イ 最近 1 か 月 間 の 売上 高 が 前 
上 高 が 令 和 2 年 1 月 29 




















(2) 貸付 限度 額 


1 企業 に つき 6, 000 万 





3) 貸付 期間 








(4) 貸付 利率 





避 定 金利 














年 1.4% 以 内 








こ 該当 する 者 (人 
担保 保 





























由 を 記載 し た 書 第 出す る も の と する 。 

















F 小 企業 者 の うち 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 県 
動 に 係る 計画 (以下 





















































の も の に あっ て は 
お ける 直 近 の 決算 の 月 





F 均 売上 高等 と 比 






































保険 法 第 3 条 の た 
険 に 係る 保証 (いずれ も 一 - 服 分 に 
保険 に 係る 保証 を 除く 。) (以下 、 「 一 
年 同月 の 売上 高 と 比 























同朋 の 売上 高 と 比 
お ける 直近 の 決算 の 月 

















ヶ 均 売上 高等 と 比 

















日 時 点 ! 











用 者 お よび SN5 号 利用 
に 必要 な 運転 
用 者 に あっ て は 
金 及 び 設 備 資金 と する 。 




















E 以 内 と する 。 た だ し 、5 香 



































証 協 会 に 報告 す 
日 の 期間 (中 小 企業 信用 保険 法 
該 期間 を 延長 し 




















この 限り で は な 





案 邊 に か か る 代 





より 、 次 の 1) 


0 


1 か 月 間 に 対 応 す る 前 年 同月 の 売上 高 
殴 し て 15% 以 上 減少 し 


普通 保険 に 係る 保証 及び 同 法 第 
に 限る 。 信用 保険 法 第 
証 利 用 者 」 と いう 。)。 
殴 し て 15% 以 上 減少 し て いる 者 。 

殴 し て 5 % 以 上 減少 し 、 か っ つ 前 年 同月 の 売 
殴 し て 15% 以 上 減 

















、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 成 染 症 の 影響 を 受け 、 
eRe TS. 








ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 を 








] 以 内 と する 。 








E 以 内 の 据置 期間 を お く こ と が で きる 。 














、 事 業 に 必要 な 運転 





イ 変動 金利 
年 1.2% 以 内 (貸出 時 点 の 利率 ) 
な お 、 貸 付 実 行 後に 、 貸 付 を 行っ た 金融 機関 の 短期 プラ イム レー ト が 変動 し た 場合 は 、 
その 変動 幅 分 を 変動 させ る も の と する (手形 貸付 は 除く )。 

3 保証 人 ・ 担 保 
保証 人 は 、 原 則 と し て 法人 に お ける 代表 者 を 除き 不要 と する 。 
担保 は 、 取 扱 金融 機関 の 所 定 の 条件 と する 。 

4 信用 保証 
協会 の 信用 保証 を 付す る 。 この 場合 の SN4 号 利 用 者 及び SN5 号 利 用 者 の 保証 料率 に つい て は 、 

貸付 金額 に 対し 0.85% と し 、 一 般 保 証 利 用 者 に つい て は 、 貸付 金額 に 対し 次 の 表 1 に 定め る 料率 

と する 。 た だ し 、 次 の 1) 及び (2②) を 満た す 場合 に 、 保 証 料率 を 0.2% 上 乗せ する こと に より 経営 

者 保証 を 免除 する (以下 「 経 営 者 保証 免除 対応 」 と い 2 う 。)。 

表 1 

区 分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

料率 (%) | 1.90 1.75 1. 55 1. 35 1.15 1.00 10.80 |0.60 |0.45 

(1) 令 和 2 年 1 月 29 日 時 点 に お ける 直近 の 決算 か ら 経 営 者 保証 免除 対応 確認 書記 入 日 時 点 に お 
ける 直近 の 決算 まで の いずれ か に お いて 資産 超過 で ある こと 。 

(2) 直近 の 決算 に お ける 法人 と 代表 者 と の 関係 に お いて 、 法 人 と 経営 者 の 資産 ・ 経 理 が 明確 に 区 
分 され て お り 、 法 人 と 経営 者 の 間 の 資金 の や り と り (役員 報酬 ・ 賞 与 、 配当 、 オ ー ナ ー へ の 貸 
付け 等 ) に つい て 、 社 会 通念 上 適切 な 範囲 を 超え て いな いこ と 。 

5 保証 割合 

(1) SN4 号 利用 者 に つい て は 、100% (全部 保証 )。 

(2) SN5 号 利用 者 及び 一 般 保証 利用 者 に つい て は 、 申 込 金融 機関 の 選択 し た 責任 共有 制度 (責任 

共有 制度 要綱 (平成 18・9 ・12 中 庁 第 2 号 ) に 定め る 制度 を いう 。) の 方 式 に よる も の と する 。 

6 保証 料 補給 

(1) 国 の 保証 料 補給 
ア SN4 号 利用 者 及び SN5 号 利用 者 に つい て は 、0.65% に 相当 する 額 を 国 が 協会 に 補助 する 。 

た だ し 、 経 営 者 保証 免除 対応 に より 0.2% が 保証 料率 に 上 乗せ され て いる 場合 に は 、0.85% 
に 相当 する 額 を 国 が 協会 に 補助 する 。 

イ 一 般 保証 利用 者 に つい て は 、 次 の 表 1 に 掲げ る 率 に 相当 する 人 額 を 国 が 協会 に 補助 する 。 た 
だ し 、 経 営 者 保証 免除 対応 に より 0.2% が 保証 料率 に 上 乗せ され て いる 場合 に は 、 上 乗せ 後 
の 率 に 相当 する 額 を 国 が 協会 に 補助 する 。 

表 1 

































































































































































































































































































































































































































































































































































区 分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ @⑦ ⑧ ⑨ 






































補助 (%) | 0.75 0.75 0.70 0.65 0.55 0.50 0. 40 0. 30 0. 25 


























(2) 県 の 保証 料 補給 

県 は 、 岩 手 県 補助 金 交 付 規 則 (昭和 32 年 岩手 県 規則 第 71 号 ) 及び 新型 コロ ナウ イル ス 成 染 

症 対策 資金 保証 料 補給 補助 金 交 付 要 綱 ( 令 和 2 年 3 月 27 日 付け 経 支 第 939 号 岩手 県 商工 労働 観 

光 部 長 通知 ) の 定め る と ころ に より 、 こ の 要綱 に 基づい た 融資 に つい て 保証 を し た 協会 に 対し 
保証 料 補給 を 行う も の と する 。 

(3) ① 及 び (2) の 場合 に お いて 、 条 件 変更 に 伴 
象 外 と する 。 

7 添付 資料 

還 の 全国 統一 制度 で ある 「 伴 走 型 支援 特別 保証 制度 要綱 」 に よる 添付 書類 と する 。 

8 償 選 方 法 

分 割 返済 (保証 期間 が 1 年 以内 の 場合 は 一 括 償還 を 含む 。) と する 。 

9 取扱 い 金融 機関 の 責務 及び 報告 
(1) 取扱 金融 機関 は 、 原則 と し て 四半 期 に 一 回 、 経 営 の 状況 を 確認 する と と も に 、 中小 企業 者 か 
ら 計 画 の 実行 状況 等 の 報告 を 受け る も の と する 。 
(2) 取扱 金融 機関 は 、 中 小 企 業者 に 対 し 、 当 初 策定 し た 当該 計画 の 見 直し 及び 同 計画 を 進め る た 
め の 経 営 支援 を 行う も の と する 。 
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追加 で 生じ る 信用 保証 料 に つい て は 補助 の 対 









































































































































































































































(3) 取扱 金融 機関 は 


F 小 企 








年 1 











回 日 





、 原 則 


と し て 、 計 画 














日 の 属す る 事業 年 度 か ら 5 事業 年 














業者 の 事業 年 度 毎 


を 策定 し た 度 に わた り 
中 小 イ 

















びに 
うち 、 





する も の と する 。 
時 に その 





その 他 


この 要綱 に 定め の な い 貸 付 条 八 


よる 。 


第 8 申込 手続 











E、 



































こ 、 協 会 に 対 し 、 企業 者 の 計画 の 実行 状況 及び 財務 状況 並 





取扱 金融 機関 の 経営 文 援 状 況 を 電 


業種 








チ デ ー タ で 報告 し な けれ ば な ら な い 。 な お 、 同 デー タ の 

















従業 員数 及び 財務 状況 に つい て は 、 協 会 を 経由 し て 経済 産業 省 及 び 岩 手 県 に 送付 





















































を 記載 し 











取扱 金融 機関 が 報告 











し な か っ た 場合 は 、 当該 案件 に 係る 代位 弁済 請求 を 行う 




















こ 書 面 を 協会 に 提出 する も の と する 。 











E 及 び 保 証 条 件 に つい て は 、 取 扱 金融 機関 及び 協会 の 所 定 の 条件 に 





貸付 を 受け よう と する 者 は 、 取 扱 金融 機関 の 所 定 の 手続 き に より 申し 込む も の と する 。 


第 9 貸付 の 決定 
取扱 金融 機関 は 、 貸 付 の 申込 み を 受け た と き は 
果 を 申込 者 に 通知 する も の と する 。 























第 10 








第 11 報告 


取扱 金融 機関 は 
告 す る も の と する 。 








第 12 要綱 に 
知事 は 、 





貸付 決定 を 取り 消 





附 } 
この 要綱 は 


名 
a 








別表 




















貸付 の 実施 
貸付 の 決定 を 受け た 者 は 、 

















これ を 審査 し 、 貸 付 の 可否 を 決定 し 、 そ の 結 














取扱 金融 機関 の 所 定 の 手続 き に より 貸付 を 受け る も の と する 。 
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こ 違 反 し た 者 等 に 対す る 措置 
貸付 の 決定 を 受け た 者 が 、 
すこ と が ある 。 


























令 和 4 年 4 月 1 


取扱 金融 機関 
県 内 に 所 在 する 次 の 金 





資 負 





| 度 実 績 報告 取扱 要領 に 定 








め る と ころ に より 知事 に 融資 実績 を 報 









































この 要綱 














に 違反 し 、 又は 知事 の 指示 に 従わ な か っ た 場合 は 














日 か ら 施行 する 。 


融 機関 と する 。 








な 豆 機関 




















通 銀 行 、 











謙 





用 金庫 、 株 式 会 社 商 工 組合 中 央 金庫 
手 農業 協同 組合 、 ィ 








花巻 農業 協同 組合 及び 大 船渡 市 農業 協同 組合 




















、 信 


用 組合 、 岩手 








県 信用 農業 協同 組合 
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